
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

福祉活動指導員設置費補助金 元気な社会 ○ S25 64 1 ○ 12,305 0 0 12,305 ○ ○ ○ 0

福祉施設経営指導事業補助金 元気な社会 ○ H3 23 1 ○ 6,069 0 0 6,069 ○ ○ ○ ○ ○ 0

民間社会福祉施設整備利子補給補助金 元気な社会 ○ S45 44 1 ○ 10,811 0 0 10,811 ○ ○ ○ 0

社会福祉施設職員退職共済事業補助金 元気な社会 ○ S36 53 1 ○ 286,786 0 0 286,786 ○ ○ 0

民間社会福祉施設退職手当共済事業補助金 元気な社会 ○ S46 43 1 ○ 70,725 0 0 70,725 ○ ○ ○ 0

社会福祉施設職員福利厚生事業補助金 元気な社会 ○ S50 39 1 ○ 1,386 0 1,386 0 ○ ○ 0

民間法人指導育成事業 元気な社会 ○ ○ S45 44 2 ○ 6,057 0 547 5,510 ○ ○ ○ 0

民生児童委員資質向上事業 元気な社会 ○ ○ S23 66 4 ○ 120,353 600 0 119,753 ○ ○ ○ ○ ○ 0

社会福祉推進事業 元気な社会 ○ ○ S30 59 4 ○ 94,986 8,338 76,592 10,056 ○ ○ ○ ○ ○ 0

地域福祉推進事業 元気な社会 ○ H11 15 3 ○ 97,338 48,669 1,538 47,131 ○ ○ ○ 0

ボランティア活動振興事業 元気な社会 ○ H6 20 1 ○ 5,221 2,610 0 2,611 ○ ○ ○ △ 1,288

福祉マンパワー養成確保事業 元気な社会 ○ H5 21 2 ○ 39,220 5,469 0 33,751 ○ ○ ○ ○ ○ 0

地域改善事業 元気な社会 ○ ○ S44 45 1 ○ 840 0 0 840 ○ 0

隣保館運営費補助金 元気な社会 ○ S61 28 1 ○ 25,245 16,828 0 8,417 ○ ○ ○ 0

遺家族等援護諸費 元気な社会 ○ S24 65 1 ○ 4,867 0 0 4,867 ○ ○ ○ 0

被爆者生活相談委託事業 元気な社会 ○ S53 36 1 ○ 160 80 0 80 ○ ○ ○ 0

人権教育啓発推進事業 元気な社会 ○ ○ H12 14 8 ○ 21,463 14,179 588 6,696 ○ ○ ○ ○ ○ △ 2,823

22 3 14 5 34 17 0 803,832 96,773 80,651 626,408 3 7 2 3 3 1 1 1 2 6 2 3 2 2 1 1 0 15 0 2 0 0 0 0 0 △ 4,111

平成25年度事務事業評価結果(課・室)総括表

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

一般会計

（単位：千円）地域福祉課

会計区分

課・室名

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
25年度
予算額

 財源内訳

福井新々元気宣言
における位置付け

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類 評価に基づく今後の対応



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ S25 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 64 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

12,860 12,640 13,180 13,170

12,860 12,640 13,180 12,340

12,860 12,640 13,180 12,340

5 5 5 5

426 364 333 307

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

法定受託事務

△ 10.3%

Ⅱ

■

12,305

特　記　事　項

元気な社会

すぐれた医療と支えあいの福祉

県　単

その他

[事業の評価]

Ⅳ

福祉活動指導員数

そ の 他

千　円

□

□

□

□ 終期の見直し拡　　充
［活動指標、成果指標に対する評価］

事      業      名

平均伸び率

12,305

［事業内容］

区　　　　　　分

[事業目的]

県社協の事業推進の中心となる福祉活動指導員の設置に対し補助を行い、県社協の活動推進体制を整備強化し、民間社会福祉活動の充実強化を図る。

事業開始後の見直し状況

[予算額および指標の推移等]

 25年度

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

0.0%5活動

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

福祉活動指導員設置費補助金 含まれる事業数

地域福祉健康福祉

国　庫

目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

△ 1.0%
結果分類

△ 1.0%

△ 1.3%

社会福祉活動の推進方策について調査研究等を行う福祉活動指導員の設置に対し補助する。

一般会計

部（庁）

実行予算

特別会計
企業会計

会計区分

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数
事　業
開　始
年　度

平成25年度予算額

財源内訳

予　算　額　（単位：千円） 平成24年度に活動指導員の活動費を20,000円/人から18,000円/人に見直した。

事業効果

区　　　　　　分

□

完　　了所属の

方　針

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

の推移 福祉活動指導回数成果

指標

指標

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□

見　直　し　額

継　　続

廃　　止

□

□

縮　　減

休　　止

12,305

国　　　　　庫

12,305

その他特定財源

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

一　般　財　源

社会福祉を取り巻く状況が変化し、県社協および各市町社協に求められる福祉サービスは多様化し
ており、福祉活動指導員による調査研究や指導助言は引き続き実施していく必要がある。

福祉活動指導については、市町社協の組織運営に加え、災害時の情報提供、体制整備への対応と
いった新たな課題に関する指導・助言も必要となっており、事業に対する需要は高い。

－1－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ H3 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 23 年 □

 21年度  22年度  23年度  24年度

6,439 6,419 6,185 6,179

6,439 6,419 6,185 6,179

6,185 5,746 6,185 6,179

9 9 10 8

36 59 67 62

986 885 680 325

443 587 547 531

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

法定受託事務

△ 28.5%

7.6%

Ⅲ

■

6,069

特　記　事　項

元気な社会

すぐれた医療と支えあいの福祉

県　単

その他

[事業の評価]

Ⅰ

Ⅰ

Ⅳ

経営研修・セミナー開催回数

そ の 他

千　円

□

□

□

□ 終期の見直し拡　　充
［活動指標、成果指標に対する評価］

事      業      名

平均伸び率

6,069

［事業内容］

区　　　　　　分

[事業目的]

社会福祉施設への指導援助体制を整備し、適正かつ安定的な経営と入所者処遇の向上を図る。

事業開始後の見直し状況

[予算額および指標の推移等]

25年度

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

△ 3.0%活動

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

福祉施設経営指導事業補助金 含まれる事業数

地域福祉健康福祉

国　庫

目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

△ 1.5%
結果分類

△ 1.5%

0.1%

社会福祉法人・施設に関し指導・助言を行う福祉施設経営指導員の設置等に対し補助する。

一般会計

部（庁）

実行予算

特別会計
企業会計

会計区分

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数
事　業
開　始
年　度

23.3%

平成25年度予算額

財源内訳

予　算　額　（単位：千円） 平成18年度に、福祉施設経営指導員を3名から2名に減員した。

事業効果

区　　　　　　分

□

完　　了所属の

方　針

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

の推移

巡回相談回数

施設経営相談件数成果

指標

経営研修・セミナー参加者数指標

計 画 の 達 成 状 況

評価に

基づく

今後の

対　応

□

見　直　し　額

継　　続

廃　　止

□

□

縮　　減

休　　止

6,069

国　　　　　庫

6,069

その他特定財源

整理統合
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

一　般　財　源

社会福祉法人・施設の経営環境が変化する中で、各法人には福祉サービスの適正化や経営の効率
化、職員の確保・処遇改善といった様々な課題への対応が求められており、また、平成２４年度か
ら新会計基準に移行したこともあり、当該事業の必要性は高い。

研修・セミナー参加者が増加しており、事業に対する需用は高い。
全体の相談件数は減少傾向にあるが、Webサイト上のQ&Aへのアクセス減少が主である。これまでの
研修等により、平易な疑問は自己解決できる程度に経営者の理解が深まった結果と推測される。一
方、訪問による相談は引き続き多く、専門知識への需要は高い。
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ S45 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 44 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

21,966 19,061 16,337 13,253

21,966 19,061 16,337 13,253

21,901 19,042 15,995 13,153

57 54 52 47

73 70 68 62

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

10,811

財源内訳

指標

10,811

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

平成25年度予算額区　　　　　　分

国　　　　　庫

予　算　額　（単位：千円）

活動

補助対象社会福祉施設数

成果

補助対象社会福祉法人数

事業効果

の推移

60

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

46

10,811

10,811
結果分類

Ⅲ

△ 5.2%

△ 4.8%

△ 15.6%

事　業
開　始
年　度

国　庫

県　単

その他

目標値、指標の積算根拠等

事務区分

（単位：千円）

平均伸び率

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

民間社会福祉施設整備利子補給補助金

健康福祉 部（庁）

実行予算

経過年数

千　円見　直　し　額

□ そ の 他廃　　止

□■ 継　　続

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

縮　　減 終期の見直し□拡　　充

[事業の評価]

一　般　財　源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合

高齢社会の進展等に伴い、今後とも民間社会福祉法人の健全な発展を図る必要があり、引続き継続
する。

□

□

完　　了

□

□

□ 休　　止

借入金に対して利子補給を行うことにより、社会福祉法人等の円滑な施設整備の促進が図られた。 評価に

基づく

今後の

対　応

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

[事業目的]

民間社会福祉法人等が独立行政法人福祉医療機構から借り入れた施設整備資金に対して利子補給を行い、法人会計の円滑な運営と施設整備の促進を図る。

民間社会福祉施設が独立行政法人福祉医療機構から借り受けた整備資金に対し、利子補給を行う。

[予算額および指標の推移等]

Ⅳ

［事業内容］

△ 16.2%

△ 16.2%

25年度

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

地域福祉

事業終了
予定年度

事      業      名

すぐれた医療と支えあいの福祉

含まれる事業数

法定受託事務

元気な社会 補 助 金

そ の 他

事 業
区 分

－3－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ S36 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 53 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

281,934 270,495 223,517 242,800

266,168 232,700 178,883 227,745

266,168 232,700 178,883 227,744

6,011 6,041 6,070 5,998

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業終了
予定年度

結果分類

含まれる事業数

元気な社会

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

部（庁）

実行予算

補 助 金

法定受託事務

事務区分

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

△ 1.0%

平均伸び率

社会福祉施設の経営者の相互扶助と国および県の援助により社会福祉施設職員に対し、退職手当金を支給する。

[予算額および指標の推移等]

25年度

Ⅱ

［事業内容］

国　庫

県　単

その他

社会福祉施設職員退職共済事業補助金

[事業目的]

社会福祉施設職員の退職共済制度を充実し、職員の処遇向上を図ることにより、福祉事業の振興に資する。

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等
286,786

高齢社会の進展等に伴い、今後とも社会福祉法人の健全な発展と人材の確保を図る必要があり、引
続き継続する。

〕　　　＝　　　〔

6,058

263,912

事業開始後の見直し状況

完　　了

特　記　事　項

廃　　止

□

□

□ 縮　　減

休　　止

[事業の評価]

財源内訳

所属の

方　針

社会福祉施設従事者の共済制度の確立によって、優秀な人材の確保が図られている。

一　般　財　源

■

 〕　／　整備目標

□

□ 終期の見直し

そ の 他□

継　　続

千　円

286,786

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合

□拡　　充
評価に

基づく

今後の

対　応
見　直　し　額

予　算　額　（単位：千円）

成果

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

すぐれた医療と支えあいの福祉

経過年数

その他特定財源

286,786

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

活動

平成25年度予算額

指標

指標

区　　　　　　分

事業効果

の推移

共済制度加入者数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

0.2%

4.4%

△ 2.8%

－4－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ S46 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

71,038 70,355 70,780 70,901

71,038 70,355 70,780 70,901

71,038 70,355 70,780 70,901

5,355 5,388 5,405 5,341

57.4 60.5 60.9 62.6

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

70,725

財源内訳

指標

70,725

その他特定財源

計 画 の 達 成 状 況

平成25年度予算額区　　　　　　分

国　　　　　庫

予　算　額　（単位：千円）

活動

充足率成果

共済加入者数

事業効果

の推移 基金残高／要支給額

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

5,349

70,725

70,725
結果分類

3.0% Ⅱ

△ 0.0%

△ 0.1%

事　業
開　始
年　度

国　庫

県　単

その他

目標値、指標の積算根拠等

事務区分

（単位：千円）

平均伸び率

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

民間社会福祉施設退職手当共済事業補助金

健康福祉 部（庁）

実行予算

経過年数

千　円見　直　し　額

□ そ の 他廃　　止

□■ 継　　続

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

縮　　減 終期の見直し□拡　　充

[事業の評価]

一　般　財　源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合

高齢社会の進展等に伴い、今後とも社会福祉法人の健全な発展と人材の確保を図る必要があるが、
退職手当の官民格差が縮小していることなどを踏まえ、見直しに向けた検討を進める。

□

□

完　　了

□

□

□ 休　　止

社会福祉施設従事者の共済制度の確立によって、優秀な人材の確保が図られている。 評価に

基づく

今後の

対　応

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

指標

[事業目的]

民間社会福祉福祉施設職員と公立社会福祉施設職員との格差を是正することにより、優秀な人材の確保を図る。

公立社会福祉施設職員との退職手当の格差を是正する。

[予算額および指標の推移等]

Ⅲ

［事業内容］

△ 0.1%

△ 0.1%

25年度

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

地域福祉

事業終了
予定年度

事      業      名

すぐれた医療と支えあいの福祉

含まれる事業数

法定受託事務

元気な社会 補 助 金

そ の 他

事 業
区 分

－5－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 □ □ S50 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 39 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

1,972 1,972 1,972 1,386

1,972 1,972 1,972 1,386

1,790 1,901 1,859 1,357

74 71 73 61

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業終了
予定年度

結果分類

含まれる事業数

元気な社会

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

部（庁）

実行予算

補 助 金

法定受託事務

事務区分

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

△ 7.4%

平均伸び率

民間社会福祉法人が実施する施設職員への人間ドック検診に対して助成する。

[予算額および指標の推移等]

25年度

［事業内容］

国　庫

県　単

その他

社会福祉施設職員福利厚生事業補助金

[事業目的]

社会福祉施設職員の健康管理事業に対して助成し、施設職員の福利厚生の推進を図る。

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等
1,386

福祉分野での人手不足の恒常化が懸念される中、引き続き、実施していく必要がある。

〕　　　＝　　　〔

1,386

事業開始後の見直し状況

Ⅳ

完　　了

特　記　事　項

社会福祉施設整備事業等基金の果実事業として実施しており、金利低下により運用
利息収入は減少している。

廃　　止

□

□

□ 縮　　減

休　　止

Ｈ２４補助対象基準額を1泊2日ドック単価65,730円から日帰りドック単価（女性）
46,200円に見直し

[事業の評価]

財源内訳

所属の

方　針

社会福祉施設従事者の福利厚生を支援することによって、人材確保政策の一環をなしている。

一　般　財　源

■

 〕　／　整備目標

□

□ 終期の見直し

そ の 他□

継　　続

千　円

1,386

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合

□拡　　充
評価に

基づく

今後の

対　応
見　直　し　額

予　算　額　（単位：千円）

59 △ 5.2%成果

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

すぐれた医療と支えあいの福祉

経過年数

その他特定財源

1,386

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

活動

平成25年度予算額

指標

指標

区　　　　　　分

事業効果

の推移 ドック受診人数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△ 7.4%

△ 7.7%

－6－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 福祉指導監査 Ｇ・Ｔ

2 □ □ S45 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 44 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

6,094 6,052 6,132 6,152

6,040 6,127 6,018 6,177

6,040 6,127 6,018 6,174

2,815 2,864 2,957 3,172

1,009 1,002 955 1,112

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

事業終了
予定年度

結果分類

含まれる事業数

元気な社会

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

部（庁）

実行予算

補 助 金

法定受託事務

事務区分

（単位：千円）

事　業
開　始
年　度

0.6%

平均伸び率

・社会福祉法人・施設指導監査体制強化事業………社会福祉法人、介護保険事業所等の指導監査。
・関係団体諸補助金……………………………………日赤福井県支部、福井県共同募金会の実施する事業に対して助成する。

[予算額および指標の推移等]

25年度

Ⅱ

［事業内容］

国　庫

県　単

その他

民間法人指導育成事業

[事業目的]

民間社会福祉法人の適正かつ円滑な業務執行を推進し、その指導および育成を図る。

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等
6,057

高齢社会の進展等に伴い、今後とも民間社会福祉法人の健全な発展を図る必要があり、引続き継続
する。

〕　　　＝　　　〔

3,012

6,252

事業開始後の見直し状況

Ⅱ

完　　了

特　記　事　項

廃　　止

□

□

□ 縮　　減

休　　止

監査内容の変化に合わせ、非常勤嘱託職員の配置を、会計専門家2名から会計
専門家1名とケアマネジャー1名に見直した。

[事業の評価]

財源内訳

所属の

方　針

社会福祉法人・社会福祉施設・介護保険事業所等に対する指導監督を計画的に実施することによっ
て、これら社会福祉法人等の適正な業務運営の確保が図られている。

一　般　財　源

■

 〕　／　整備目標

□

□ 終期の見直し

そ の 他□

継　　続

千　円

547

5,510

□

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合

□拡　　充
評価に

基づく

今後の

対　応
見　直　し　額

予　算　額　（単位：千円）

3.7%成果

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉 地域福祉

事      業      名

すぐれた医療と支えあいの福祉

経過年数

その他特定財源

6,057

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

活動

平成25年度予算額

指標

指標

区　　　　　　分

事業効果

の推移 社会福祉法人・施設等監査計画施設等の監査実績

社会福祉法人・施設等監査対象事業所数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

4.1%

0.8%

0.8%
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

4 ■ ■ S23 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 66 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

119,681 121,421 120,536 120,217

119,681 121,493 120,591 120,217

119,245 120,680 120,523 119,962

1,666 1,666 1,676 1,676

134 134 137 137

215,942 222,743 230,135 230,838

321,990 337,523 343,354 350,041

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

の推移

120,353

国　　　　　庫

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況

平成25年度予算額

予　算　額　（単位：千円） 23年度単年度：　福井県民生委員児童委員協議会30周年記念事業補助金
25年度：　民生委員一斉改選事業(3年に1回。次回改選　H28.12月)

2.8%

119,753

その他特定財源

一　般　財　源

600

区域担当民生委員数

指標

活動

主任児童委員数

活動件数指標

活動日数

事業効果

民生委員・児童委員の年間活動日数合計

□ 整理統合

千　円見　直　し　額

□

 〕　／　整備目標

区　　　　　　分

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属 地域福祉

事      業      名

部（庁）

成果

一般会計

2.3%

1,693

134 0.0%

特別会計
企業会計

会計区分

健康福祉

Ⅱ

Ⅱ

25年度

H25.12民生委員一斉改選

平均伸び率

0.4%

0.2%

結果分類

□

事業開始後の見直し状況

終期の見直し縮　　減
少子高齢化の進行、家族形態の変化等、近年の社会環境の急激な変化に伴い、住民の福祉ニーズは
複雑・多様化し、民生委員・児童委員の役割はますます重要となっており、その活動は増加傾向に
ある。 ■ 継　　続

[事業の評価]

拡　　充

そ の 他廃　　止

□

□

完　　了□

□

休　　止

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

民生委員・児童委員の役割の重要性から、今後も委員の資質向上、育成、活動の強化を推進してい
く。

評価に

基づく

今後の

対　応

所属の

方　針

Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

民生委員・児童委員の年間活動件数合計

Ⅱ

特　記　事　項

事　業
開　始
年　度

　〃

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

県　単

目標値、指標の積算根拠等

経過年数元気な社会

そ の 他

事 業
区 分

実行予算

補 助 金

すぐれた医療と支えあいの福祉

民生児童委員資質向上事業 含まれる事業数 国　庫

その他

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

0.1%

0.2%120,353

120,217当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

[事業目的]

民生委員・児童委員の資質向上を図り、自主活動および協力活動の活性化を図ることにより、地域福祉の推進に資する。

民生委員・児童委員手当…………………………民生・児童委員に対し、活動費を費用弁償する。
民生委員・児童委員資質向上事業………………民生委員・児童委員に対する研修を福井県民生委員児童委員協議会に委託し実施する。
関係団体諸補助金…………………………………福井県民生委員児童委員協議会の自主事業にかかる経費を補助する。
地区民生委員協議会活動費補助金………………地区民生委員児童委員協議会の活動事業にかかる経費を補助する。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

［事業内容］
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保護・恩給 Ｇ

4 ■ ■ S30 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 59 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

21,519 38,300 88,174 84,327

257,166 71,944 88,225 91,510

256,905 69,128 87,682 91,404

5 5 5 5

338 287 161 131

22,382 17,140 15,427 32,018

175,970 152,420 60,640 43,464

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 10.5%94,986

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

犯罪の防止と青少年の非行防止を図るほか、低所得者等の自立更生のための貸付を行うとともに、保健・医療・福祉に関する各種情報を積極的に提供し、社会福祉の推進を図る。

・関係団体諸補助金……………………………………福井県更生保護事業協会への助成
・保健・医療・福祉情報提供システム運営管理事業……システムの適切かつ安全な管理運営
・生活福祉資金貸付補助金……………………………低所得者・障害者への各種資金の貸付
・地域生活定着支援事業（平成２２年度から）……高齢者、障害者等の自立が困難な刑務所等出所者に対する福祉的支援（地域生活定着支援センターの設置、運営）

[予算額および指標の推移等]

25年度

94,986

（単位：千円）

平均伸び率

元気な社会

すぐれた医療と支えあいの福祉

国　庫

県　単

その他

社会福祉推進事業 含まれる事業数

そ の 他廃　　止 □

□

□ 終期の見直し

完　　了

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

整理統合 □

□

縮　　減

□

□拡　　充

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

Ⅳ

Ⅱ

Ⅳ

Ⅰ

区　　　　　　分

財源内訳

国　　　　　庫

生活福祉資金貸付決定額

計 画 の 達 成 状 況

指標

10,056

平成25年度予算額

94,986

[事業の評価]

所属の

方　針

予　算　額　（単位：千円）

24.7%

△ 34.0%

平成21年１０月から生活福祉貸付事業の貸付け要件の緩和等の制度を見直し
平成22年６月から生活福祉資金についての専門相談員を県・市町社協に配置
平成25年度より保健・医療・福祉情報提供システムを県サーバ統合環境基盤に移
行し、機器リース料等の削減を図った。

事業開始後の見直し状況

休　　止

［活動指標、成果指標に対する評価］

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事      業      名

法定受託事務

経過年数
事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

地域福祉

事業終了
予定年度

事務区分

目標値、指標の積算根拠等

継　　続■

 〕　／　整備目標

生活福祉貸付補助金　制度改正に伴う貸付原資236,226千円（21年度9月補正）

千　円

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

54.1%

事業効果

の推移

生活福祉資金貸付件数

システムへのアクセス件数

ホームページ数

△ 25.9%

5 0.0%

△ 14.0%

評価に

基づく

今後の

対　応

活動

成果

生活福祉資金については、従来の雇用保険制度および生活保護制度に加えて、雇用と住居を失った
者を支援する新たなセーフティネットとして、住居の確保の支援、継続的な生活相談・支援と併せ
た生活費の貸付等を実施している。

離職により仕事や住まいを失った方を適切に支援するため、今後とも福祉事務所やハローワーク、
社協等の関係機関が連携を密にし、相談者を適切な施策につなげる。また、県民に密接な各種の情
報を積極的に提供し、引き続き社会福祉の推進を図る必要がある。

その他特定財源

一　般　財　源

76,592

8,338
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

3 ■ □ H11 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

73,196 85,603 389,046 92,507

73,196 85,603 372,609 92,507

73,196 85,603 359,734 92,507

6,465 11,506 12,678 15,432

- - - 110

- - - 3,707

- - 193 807

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 0.53 〕

事業効果

の推移 成果

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動 日常生活自立支援事業相談件数

指標 地域見守りサポーター養成研修回数

26.5%

平成25年度予算額

97,338

48,669

地域見守りサポーター養成研修受講者数 -

318.1%見守りネットワーク結成数

計 画 の 達 成 状 況

［活動指標、成果指標に対する評価］
□ 縮　　減

一　般　財　源

1,538

47,131

平成２３年度に地域支え合い体制づくりとして、市町等が実施する地域住民同士
で支え合い・助け合う体制づくりのための見守りネットワークや日常生活の支援
サービスの立ち上げ経費等を支援国　　　　　庫

[事業の評価]

その他特定財源

所属の

方　針

70.6%

87.6%

97,338

決 算 額 の 推 移

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

地域における高齢者や障害者の自立した生活を支える福祉社会の実現が求められており、継続した
取組みと人材の育成が必要である。

事業開始後の見直し状況

整理統合

結果分類

経過年数

継　　続 □■

-

36.6%

 〕　／　整備目標見守りネットワークができた自治体の割合

指標

国　庫含まれる事業数事      業      名

多様化する福祉ニーズに対応するため、住民参加による福祉の地域づくりを推進する。

・日常生活自立支援事業……………………判断能力が不十分な者の権利を擁護し、自立した地域生活を送ることができるよう支援する。
・福祉サービス苦情解決事業………………福祉サービスに関する公平・中立な苦情処理を実施し、福祉サービスの適正な利用を促進する。
・地域支え合い人材育成事業補助金………近隣での見守りや相談、日常生活での支援など、地域における支え合い活動を担う人材の育成を支援する。

法定受託事務

Ⅰ

財源内訳

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

その他

一般会計

事務区分

見　直　し　額

□

□□

休　　止 完　　了

Ⅰ

特別会計
企業会計

補 助 金
事　業
開　始
年　度

実行予算

会計区分

そ の 他

部（庁）

（単位：千円）

千　円

評価に

基づく

今後の

対　応

□拡　　充

97,338
目標値、指標の積算根拠等

地域福祉

事業終了
予定年度

日常生活自立支援事業契約件数は年々増加しており、要支援者への日常生活支援として、当事業の
普及が着実に進んでいる。
また、見守りネットワークの結成が進んでおり、地域住民が支え合う体制が強化されつつある。

区　　　　　　分

予　算　額　（単位：千円）

すぐれた医療と支えあいの福祉

県　単

そ の 他

26 〕　　　＝　　　〔50.0%

特　記　事　項

廃　　止 □

□ 終期の見直し

地域福祉推進事業

75.1%

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

25年度

［事業内容］

平均伸び率

元気な社会

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

1 ■ □ H6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

15,274 13,566 12,164 10,408

15,274 13,566 12,164 10,408

15,124 13,479 12,017 9,604

45 78 102 103

54.5 59.6 61.1 63.8

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

元気な社会 補 助 金

△ 13.9%

目標値、指標の積算根拠等

［事業内容］

5,221当 初 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

[予算額および指標の推移等]

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

経過年数

すぐれた医療と支えあいの福祉 その他

国　庫
事　業
開　始
年　度

ボランティア活動振興事業

5,221

[事業目的]

決 算 額 の 推 移

△ 12.0%

法定受託事務

25年度

・ボランティアセンター活動事業………………県社協が行う福祉教育を推進する事業、ボランティア担当者に対する研修事業等に対し補助する。

結果分類
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事業終了
予定年度

含まれる事業数 実行予算

拡　　充

見　直　し　額

□

〕　　　＝　　　〔

□

Ⅱ

終期の見直し

完　　了□

■

千　円

そ の 他

□

□

休　　止

□ 廃　　止

△ 1,288

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

今後とも引き続きボランティア活動の振興を図っていく。
補助対象を見直し、活動記録作成費および委員会経費への補助を縮減する。

一　般　財　源

　ボランティア活動行動者率は年々増加しており、引き続き、ボランティアの活動率を上げるため
の取り組みが求められており、ボランティアの活性化を図ることで今後も活動率の向上が期待でき
る。

[事業の評価]

評価に

基づく

今後の

対　応

整理統合

国　　　　　庫

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分

財源内訳

県　単

35.0%

△ 21.4%

（単位：千円）

平均伸び率

ボランティア活動の普及・促進を図るため、誰でも、いつでも気軽にボランティア活動を始めることができ、支援を受けることができる体制づくりを支援する。

Ⅰ

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

事務区分

事      業      名

部（庁）

そ の 他

地域福祉

2,611

平成25年度予算額

5,221

2,610

3.5%

 〕　／　整備目標

継　　続

アンケート調査結果による

□

□

縮　　減

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

福縁ボランティア活動促進事業は24年度で終了し、25年度以降は福井県社会貢
献支援ネット事業に統合した。

事業効果

活動 地域ぐるみ福祉教育推進事業研修回数

計 画 の 達 成 状 況

指標

の推移 成果

指標

ボランティア活動行動者率　％
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 地域健康福祉 Ｇ

2 ■ □ H5 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 21 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

36,529 29,881 27,227 36,530

36,421 29,881 27,227 34,780

36,421 29,013 26,690 34,780

20 6 2 13

2,071 2,325 2,810 3,136

7,400 8,072 9,436 10,211

15.1 12.2 16.5 15.4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県内の社会福祉士・介護福祉士の登録者数は年々増加しているが、福祉分野から一般労働市場への
人材流出が続いており、求人数が高い伸びを示すなど人手不足の傾向が見られる。このため、福祉
人材センターの取組みへの期待は高い。

その他特定財源

一　般　財　源

0

33,751

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

福祉分野での人材の需要は高く求人数は増加傾向にあり、人手不足の恒常化が懸念される。福祉人
材センターにおいては、関係機関（事業者、学校、ハローワーク）と連携し、福祉人材の育成や潜
在福祉マンパワーの掘り起こしを継続していく。

部（庁）

実行予算

指標 就職率

新規貸与人数＋継続貸与人数

14.9%

11.4%

活動

の推移

求人数　※

介護福祉士・社会福祉士登録者数成果

事業効果

健康福祉

25年度

指標

Ⅱ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

3.1%

 〕　／　整備目標

就職数／求職数

福祉人材センター無料職業紹介事業状況業務報告件数

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

補 助 金

そ の 他

福祉マンパワー養成確保事業 含まれる事業数 国　庫事      業      名

区　　　　　　分

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

予　算　額　（単位：千円） 39,220 介護福祉士等修学資金貸付制度については、21年度から23年度まで福井県社会
福祉協議会が新規貸付を実施（20年度に貸付原資132,800千円を補助）
24年度新規貸付分については、再び県で実施5,469

平成25年度予算額

評価に

基づく

今後の

対　応
見　直　し　額

□ 整理統合

□拡　　充

継　　続

縮　　減

廃　　止□

休　　止□

そ の 他

□□

■

□

※求人数については、平成１８年１２月からシステムの変更により新規求人の記録が
3ヶ月ごとに更新されるようになり、引き続き求人する場合、数は重複する。

終期の見直し

□

〕　　　＝　　　〔

完　　了

千　円

0.7%

平均伸び率

6.6%

3.4%

97.6%当該年度貸与人数 10

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

（単位：千円）

結果分類
43,520

39,220
目標値、指標の積算根拠等

・介護福祉士等修学資金貸与事業………介護福祉士および社会福祉士の養成施設に在学する本県出身者に対し修学資金を貸与
・福祉人材センター運営委託事業………新たな福祉マンパワーの育成または潜在マンパワーの就労の機会の提供およびこれらの総合的な啓発・広報

法定受託事務

元気な社会

［事業内容］

県　単

その他

　福祉人材の養成と確保を図り、社会福祉を推進する。

経過年数
事　業
開　始
年　度

[事業目的]

すぐれた医療と支えあいの福祉

事 業
区 分

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

地域福祉

事業終了
予定年度

事務区分

所　　属
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 人権室 Ｇ・Ｔ

1 □ □ S44 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 45 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

997 977 940 850

997 977 940 850

977 947 940 840

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

指標

所属の

方　針

□

予　算　額　（単位：千円）

研修会等に多数の参加があり、各種啓発事業等を通じ、同和問題への理解を深め、自立意識の向上
が図られている。

事業開始後の見直し状況

計 画 の 達 成 状 況

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

区　　　　　　分 平成25年度予算額

840

財源内訳

[事業の評価]

一　般　財　源 840

国　　　　　庫

活動

事業効果

の推移

縮　　減

整理統合

■

「地対財特法」失効後も依然として残る差別意識の解消を図るために、継続的で粘り強い事業展開
をしていく必要がある。なお、各団体については地域住民に対する啓発活動に取り組み、同和行政
を推進する上での県とのパートナーであることから、その自主的活動が確立するまでは、一部必要
な支援を継続する必要がある。

［活動指標、成果指標に対する評価］

見　直　し　額

法定受託事務

事務区分

健康福祉 地域福祉部（庁）

決 算 額 の 推 移 △ 4.8%

事      業      名
事　業
開　始
年　度

地域改善事業

結果分類目標値、指標の積算根拠等

□

□

評価に

基づく

今後の

対　応

□

□

□

休　　止

県　単

その他

１９年度～　特別対策事業を見直し
２０年度～　地域改善対策啓発事業を人権啓発事業に統合

 〕　／　整備目標

拡　　充

継　　続

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

含まれる事業数 実行予算

補 助 金

そ の 他すぐれた医療と支えあいの福祉

事業終了
予定年度

経過年数

千　円

そ の 他廃　　止

（単位：千円）

完　　了

□

□ 終期の見直し

その他特定財源

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

840

［事業内容］

成果

指標

△ 4.1%

△ 4.1%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率25年度

840

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

・人権関係団体補助金…………団体が行う人権・同和問題解決のための諸活動（研修会等の開催）を推進

[予算額および指標の推移等]

国　庫

[事業目的]

同和問題についての正しい理解と認識を深めることにより同和問題の早期解決を図る。

元気な社会
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 人権室 Ｇ・Ｔ

1 ■ □ S61 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ ■ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 28 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

35,993 31,623 27,587 26,283

26,848 27,050 26,128 24,583

26,848 27,050 26,128 24,583

666 643 689 671

7,795 10,482 8,084 7,833

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

△ 2.9%

実行予算

補 助 金

そ の 他

事 業
区 分

△ 8.5%

（単位：千円）

その他

[予算額および指標の推移等]

［事業内容］

[事業目的]

福祉の向上や人権啓発のための拠点として、隣保館の運営を補助することにより、地域住民生活の社会的、経済的、文化的改善向上を図るとともに、人権・同和問題の速やかな解決に資する。

25年度

25,091
結果分類目標値、指標の積算根拠等

△ 2.9%

平均伸び率

事      業      名 隣保館運営費補助金

隣保館運営事業に対する補助。

すぐれた医療と支えあいの福祉

事　業
開　始
年　度

元気な社会

含まれる事業数

法定受託事務

事務区分

健康福祉

県　単

部（庁）

経過年数

特別会計
企業会計

国　庫

会計区分

事業終了
予定年度

一般会計

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

決 算 額 の 推 移

25,245

0.4%活動 隣保館事業の開催回数

2.8%隣保館利用者数成果

指標

〕　　　＝　　　〔

事業効果

の推移

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

□□

多くの住民が隣保館を利用しており、各種相談事業や啓発事業等を通じ、自立意識の向上が図られ
ている。

平成25年度予算額

完　　了休　　止

終期の見直し

計 画 の 達 成 状 況

地域福祉

Ⅱ

Ⅱ

千　円

□

特　記　事　項

そ の 他廃　　止

□ 縮　　減□

区　　　　　　分

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

指標

所属の

方　針

見　直　し　額

財源内訳

一　般　財　源

その他特定財源

「地対財特法」失効後も依然として残る差別意識の解消を図るために、人権啓発の住民交流の拠点
としての機能を担っている隣保館の運営に対する支援を今後も継続していく必要がある。

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

継　　続

評価に

基づく

今後の

対　応

予　算　額　（単位：千円）

8,417

国　　　　　庫

[事業の評価]

25,245

16,828

□

□

□

整理統合

■

拡　　充
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ

1 □ □ S24 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 65 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

6,268 6,268 5,868 5,284

6,268 6,268 5,868 5,284

5,368 6,268 5,868 5,284

3 3 3 2

519 460 392 438

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

含まれる事業数遺家族等援護諸費

一般会計

事      業      名

すぐれた医療と支えあいの福祉

県　単

特別会計
企業会計

会計区分

（単位：千円）

平均伸び率

△ 11.1%

[予算額および指標の推移等]

団体の育成、参拝事業、会員の研修に助成する。
（１）福井県遺族連合会補助　　　　　遺族連合会団体育成費　　千鳥ケ淵墓苑参拝事業　沖縄福井之塔参拝等事業

経過年数

[事業目的]

援護関係団体の育成助長を図り、活動を促進し、もって遺族の援護に資する。

元気な社会
事業終了
予定年度

その他

保護・恩給

実行予算

補 助 金
事　業
開　始
年　度

部（庁）

そ の 他

国　庫

△ 5.4%

Ⅳ

結果分類
△ 6.1%

0.1%

目標値、指標の積算根拠等

Ⅲ

25年度

△ 4.8%

指標

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

平成25年度予算額

　軍恩連盟連合会が会員の減少と高齢化により、平成23年3月に解散したため、
23年度から補助を廃止
　24年度～補助対象経費を見直し

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分

国　　　　　庫

事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 4,867

財源内訳 その他特定財源

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　例年、参拝等、多くの参加者があり、戦争の悲惨さ・平和の大切さの認識と戦没者遺族の慰藉
等、その福祉増進に寄与していると思われる。

□

終期の見直し□ 拡　　充 縮　　減□

戦没者遺族の慰藉、救済、戦傷病者の更生援護等の実施は、遺族や戦傷病者が等しく願望するとこ
ろであり、また、戦争の悲惨さを後世に伝えてためにも、今後とも引き続き実施していく。

休　　止

見　直　し　額

□

■ 継　　続 □ 完　　了

□

4,867

□

□

評価に

基づく

今後の

対　応

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

法定受託事務

地域福祉

事務区分

そ の 他整理統合 廃　　止

 〕　／　整備目標

特　記　事　項

千　円

事業効果

の推移 千鳥が淵墓苑・沖縄福井之塔参拝事業等参加者成果

指標

千鳥が淵墓苑・沖縄福井之塔参拝事業実施回数

4,867

区　　　　　　分

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

当 初 予 算 額 の 推 移

4,867
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 保護・恩給 Ｇ

1 ■ □ S53 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 36 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

160 160 160 160

160 160 160 160

160 160 160 160

12 12 12 10

54 54 47 57

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

健康福祉 部（庁） 地域福祉

[予算額および指標の推移等]

160

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

25年度

160

平均伸び率

県　単

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

所　　属

国　庫

0.0%

0.0%

事      業      名

法定受託事務その他

事 業
区 分

被爆者生活相談委託事業

元気な社会

すぐれた医療と支えあいの福祉

事業終了
予定年度

［事業内容］

[事業目的]

放射線による健康障害という被爆者の苦しみを和らげ、その解決を図るため相談会等の実施を委託する。
（委託先：福井県被団協すいせん会）

被爆者相談事業〔相談会の開催、相談員講習会の開催、広報誌（会報）の発行等〕

（単位：千円）

0.0%

Ⅳ

Ⅱ

△ 5.6%

2.8%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

千　円

国の法律に基づき実施しているものであり、被爆者の高齢化に伴い健康不安等は増大していること
から継続が必要である。

被爆者の健康への不安、生活への不安は大きく、ニーズは高い。
終期の見直し

評価に

基づく

今後の

対　応

□

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

〕　　　＝　　　〔

□

見　直　し　額

■

廃　　止

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務
事　業
開　始
年　度

補 助 金

そ の 他

事務区分経過年数

実行予算含まれる事業数

□拡　　充

継　　続

□

□ 完　　了

□

結果分類

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

□

縮　　減

休　　止

整理統合

決 算 額 の 推 移

事業効果

の推移 相談会参加者数成果

指標

活動 相談会の開催数

財源内訳

[事業の評価]

160

80

その他特定財源

一　般　財　源 80

国　　　　　庫

指標

区　　　　　　分 平成25年度予算額

予　算　額　（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 人権室 Ｇ
8 ■ ■ H12 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 ■ ■ 14 年 □

 21年度  22年度  23年度 24年度

24,976 25,083 26,119 26,010

23,488 24,388 25,006 23,765

22,591 23,781 23,717 22,660

600 600 600 600

1,016 1,092 1,195 1,764

98 96 87 91

252 265 286 207

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

決 算 額 の 推 移

21,463

当 初 予 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等]

25年度

23,689

区　　　　　　分

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

地域福祉

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

行事来場者 0.0%

部（庁）

［事業内容］

600

そ の 他

0.2%

含まれる事業数

[事業目的]

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

Ⅱ

Ⅰ

Ⅲ

目標値、指標の積算根拠等

基本的人権の尊重とその擁護について、正しい理解と人権尊重思想の普及を図るため、人権に関する総合的な連絡調整、県民に対する啓発、情報提供および相談事業等を実施する。

・人権教育啓発推進事業………………人権週間のテレビCM、路線バス広告、スポーツ組織との連携による啓発、人権啓発セミナー、人権関係相談員研修
・人権啓発フェスティバル開催事業…人権週間に合わせた啓発活動
・市町地域人権啓発活動活性化事業…県内市町での講演会、研修会、街頭活動等
・人権施策推進審議会運営事業………福井県人権施策推進審議会、福井県人権施策推進本部幹事会の開催
・人権センター運営事業………………福井県人権センターの運営費
・人権相談員人件費……………………福井県人権センターの人権相談員の人件費
・人権相談事業…………………………弁護士による特別相談
・移動特別相談業務委託事業…………福井県人権擁護員連合会に対する業務委託

85

結果分類

事業効果

活動

その他

人権教育啓発推進事業

人権センター利用者

人権啓発フェスティバル来場者

21.5%

補 助 金

国　庫
事　業
開　始
年　度

△ 2.1%

相談件数指標

計 画 の 達 成 状 況

14,179

区　　　　　　分

6,696

平成25年度予算額

予　算　額　（単位：千円） 21,463

国　　　　　庫

財源内訳

縮　　減

休　　止

拡　　充 終期の見直し

完　　了

□

□

平　成　２５　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言に
おける位置付け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

健康福祉

元気な社会 経過年数

実行予算

特　記　事　項

△ 2.3%

Ⅲ△ 4.8%

人権啓発フェスティバル来場者アンケート

人権センター相談件数

事業開始後の見直し状況

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

事      業      名

すぐれた医療と支えあいの福祉

県　単

人権センター利用者

来場者アンケートによる理解度（％）成果

指標

（単位：千円）

平均伸び率

△ 1.2%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

その他特定財源

県民に対して、人権尊重意識およびその擁護についての理解の向上を促進するため、啓発広報の手
段の見直しを行ったうえで、県民への周知を図りながら引き続き各種啓発活動および相談事業等を
実施していく。

588

■

の推移

評価に基

づく今後

の 対 応

継　　続□

人権センター利用者および相談件数は増加しており、多くの県民が問題を抱えていると考えられ
る。

見　直　し　額

[事業の評価]

そ の 他□

千　円

□整理統合

一　般　財　源

□

廃　　止 □

△ 2,823
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